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第一部【企業情報】 
  
第１【企業の概況】 
  
１【主要な経営指標等の推移】 
  

 （注）1．売上高には、消費税等は含まれていない。 
    2．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載していない。 
     

回次 第56期中 第57期中 第58期中 第56期 第57期 

会計期間 
自 平成15年

７月１日
至 平成15年

12月31日

自 平成16年

７月１日
至 平成16年

12月31日

自 平成17年

７月１日
至 平成17年
12月31日

自 平成15年 
７月１日 

至 平成16年 
６月30日 

自 平成16年 
７月１日 

至 平成17年 
６月30日 

（1）連結経営指標等      

売上高 (百万円) 17,830 19,214 21,400 40,524 42,207 

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △335 896 718 142 2,177 

中間(当期)純利益又は中間純損失
(△) (百万円) △228 252 130 35 911 

純資産額 (百万円) 27,016 26,972 28,270 26,974 27,511 

総資産額 (百万円) 51,899 54,024 59,975 52,134 55,594 

１株当たり純資産額 (円) 1,012.63 1,022.52 1,071.78 1,021.22 1,040.91 

１株当たり中間(当期)純利益又は
１株当たり中間(当期)純損失(△) (円) △8.55 9.56 4.96 △0.19 32.30 

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益 (円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 52.1 49.9 47.1 51.7 49.5 

営業活動によるキャッシュ・フロ
ー (百万円) △439 △3,478  1,817 2,085 △661 

投資活動によるキャッシュ・フロ
ー (百万円) △391 △16 △487 △454 14 

財務活動によるキャッシュ・フロ
ー (百万円) △1,248 515 344 △1,733 △754 

現金及び現金同等物の中間期末
(期末)残高 (百万円) 4,495 3,484 6,756 6,473 5,076 

従業員数 (人) 1,726 1,755 1,895 1,729 1,809 

（2）提出会社の経営指標等           

売上高 (百万円) 15,604 16,719 17,165 35,443 37,186 

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △360 528 504 591 1,727 

中間(当期)純利益又は中間純損失
(△) (百万円) △225 188 △3 283 813 

資本金 (百万円) 11,392 11,392 11,392 11,392 11,392 

発行済株式総数 (千株) 27,500 27,500 27,500 27,500 27,500 

純資産額 (百万円) 26,701 26,893 27,968 26,917 27,412 

総資産額 (百万円) 43,543 46,320 50,399 45,224 48,230 

１株当たり純資産額 (円) 1,000.80 1,019.54 1,060.31 1,019.09 1,037.15 

１株当たり中間(当期)純利益又は
１株当たり中間純損失(△) (円) △8.47 7.16 △0.11 9.33 28.75 

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益 (円) － － － － － 

１株当たり中間(年間)配当額 (円) 5.00 5.00 5.00 10.00 10.00 

自己資本比率 (％) 61.3 58.1 55.5 59.5 56.8 

従業員数 (人) 1,220 1,198 1,222 1,228 1,233 



２【事業の内容】 
  
  当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な変更はない。 
  
  
３【関係会社の状況】 
  
  当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となった。 

 （注）１．主要な事業の内容には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 
    ２．議決権の所有割合の（  ）内は、間接所有割合で内数である。 
    ３．ホップマンプロパティズゼネラルパートナーシップは、ホップマンコーポレーションが３分の１の持分を所有するパー

トナーシップであるため、資本金および議決権の所有割合は記載していない。 
  
  
４【従業員の状況】 
  
 （１）連結会社の状況 

（注）従業員数は就業人員を記載している。 
  
  
 （２）提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員を記載している。 
  
  
 （３）労働組合の状況 
     労使関係は安定しており、特記すべき事項はない。 

名称 住所 資本金
(百万円) 

主要な事業 
の内容 

議決権の所有
割合(％) 

関係内容

役員の
兼任等 営業上の取引

設備の 
賃貸借 

債務 
保証 

（連結子会社）             

ホップマンコー
ポレーション 

米国ヴァ
ージニア
州 

千米ドル

2,715 
パッケージン
グプラント 

100.0
（100.0

 
） 有 － － 有 

シブヤホールデ
ィングスコーポ
レーション 

米国ヴァ
ージニア
州 

千米ドル

6,000 全社 100.0 有 － － － 

（持分法適用関
連会社）             

ホップマンプロ
パティズゼネラ
ルパートナーシ
ップ 

米国ヴァ
ージニア
州 

－ パッケージン
グプラント － －

当社グループ
に対し建物を
賃貸 

－ － 

  平成17年12月31日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

パッケージングプラント事業 1,428

メカトロシステム事業 376

全社（共通） 91

合計 1,895

  平成17年12月31日現在 

従業員数（人） 1,222



第２【事業の状況】 
  
1【業績等の概要】 
  
（１）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、期初には景気が「踊り場」を脱却し、個人消費や民間設備投資も堅調に

拡大し緩やかな回復基調で推移した。 

このような状況のなかで、当社グループの連結売上高は214億円（前年同期比11.4％増）と増収となった。しかしなが

ら損益面については、販売価格の下げ止り傾向がみられるものの厳しい価格競争が続いたこと、また連結子会社の収益

が伸びなかったことなどにより、営業利益は４億74百万円（前年同期比52.8％減）と減益となった。また、株式運用に

よる売却益２億27百万円などがあり経常利益は７億18百万円（前年同期比19.9％減）となった。さらに特別利益として

相互持合株式の売却益82百万円などを計上したものの、特別損失として過年度役員退職引当金繰入２億78百万円などが

生じ、また法人税等調整額が、繰延税金資産の将来回収可能性をより厳密に検討した結果、１億46百万円負担増の91百

万円となり、中間純利益は１億30百万円（前年同期比48.2％減）となった。 
  
    事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

    ①パッケージングプラント事業 

パッケージングプラント事業において、酒類用プラントは、焼酎用がブームにより引き続き堅調に伸びるととも

に、低迷していた清酒用が伸長したため大幅に増加した。また、薬品・化粧品用プラントはドリンク用の大型プラ

ントが寄与したため増加したものの、食品用プラントは飲料用が伸び悩んだため減少した。その結果、連結売上高

は159億10百万円（前年同期比6.3％増）、営業利益は９億78百万円（前年同期比47.5％減）となった。 
  

    ②メカトロシステム事業 

メカトロシステム事業において、半導体製造装置はデジタル家電、携帯電話など市場全体が上向きであること、切

断加工機は引き続き自動車業界の需要が伸びるとともに、中国をはじめアジア地域などの海外向もあり、さらに医

療機器は前期、薬価の引き下げなどで伸び悩んだものの回復し、海外向も好調であったことなど、総じて増加し

た。その結果、連結売上高は54億90百万円（前年同期比29.4％増）、営業利益は１億90百万円（前年同期は営業損

失１億92百万円）となった。 
  

（２）キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、18億17百万円の資金増加（前年同期は34億78百万円の

資金減少）となった。これは主に、税金等調整前中間純利益が4億61百万円となり、売上債権が33億45百万円減少し、た

な卸資産が16億円増加したことなどによるものである。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、４億87百万円の資金減少（前年同期は16百万円の資金減少）となった。これ

は主に、有形固定資産の取得による支出９億53百万円、投資有価証券の取得による支出12億６百万円および子会社株式

の取得による支出３億15百万円、定期預金の預入と払出の差額４億円の支出などがあったのに対し、投資有価証券の売

却による収入23億90百万円があったためである。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、３億44百万円の資金増加（前年同期は５億15百万円の資金増加）となった。

これは主に、借入金の返済23億８百万円、配当金の支払１億31百万円などの支出があったものの、借入金による収入27

億84百万円があったことなどによるものである。 

これらの結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は、前連結会計年度末より16億79百万円増加し67億56

百万円（前連結会計年度比33.1％増）となった。 

 



  
２【生産、受注及び販売の状況】 
  
（１）生産実績 
    当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

（注）１．金額は、販売価額によっており、セグメント間の取引については相殺消去している。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 
  

（２）受注状況 
    当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 
  
（３）販売実績 
    当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  （注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。 
     ２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 
     ３．主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合は、次のとおりである。 

  
  
３【対処すべき課題】 
  
  当中間連結会計期間において、当社グループ（当社、連結子会社および持分法適用会社）が対処すべき課題について、重要な変
更はない。 
  
  
４【経営上の重要な契約等】 
  
  当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 

 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

 パッケージングプラント事業 15,591,046 ＋ 6.2  

 メカトロシステム事業 5,342,857 ＋27.9  

合計 20,933,904 ＋11.0  

事業の種類別セグメントの名称
受注高 
（千円） 

前年同期比
（％） 

受注残高
(千円) 

前年同期比
（％） 

 パッケージングプラント事業 16,411,135  △ 8.6  18,593,904  △ 2.3   

 メカトロシステム事業 5,658,483  ＋46.2  3,958,824  ＋16.7   

合計 22,069,619  ＋ 1.1  22,552,729  ＋ 0.6   

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

 パッケージングプラント事業 15,910,655  ＋ 6.3  

 メカトロシステム事業 5,490,266  ＋29.4  

合計 21,400,922  ＋11.4  

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

㈱アセプティック・システ
ム 3,529,006 18.4 3,101,489 14.5 



  
５【研究開発活動】 
  

  当社グループ（当社および連結子会社）は、チャレンジ精神と技術革新を理念として、常に独創的な先端技術で多様化す

る顧客ニーズにマッチした製品開発を進めている。 

  現在、研究開発は、当社企画・特許部を主管部門とした当社グループ全体の開発委員会を設け、市場情報、技術情報を一

元管理し効率的かつ戦略的に研究開発活動を推進している。 

  当中間連結会計期間における当社グループ全体の研究開発費は３億85百万円であり、事業の種類別セグメントの研究開発

活動の状況および研究開発費の金額は、次のとおりである。 

  
（１）パッケージングプラント事業 

   メカニカルなハンドリング技術を基本としたコンピュータ制御による自動高速パッケージングシステム、製品の高品質化

に応える無菌充填技術やＧＭＰ対応技術、包装形態の多様化に対応するロボット包装ライン、テラヘルツ波を応用した違法

薬物・危険物質の非開披探知装置、ファクトリーオートメーション関連などを中心に、当社、シブヤマシナリー㈱およびエ

スアイ精工㈱が研究開発を行っている。 

   当中間連結会計期間の主な成果としては、シブヤグループがボトリングシステムで長年培った搬送技術であるロータリー

機構を農業関連設備の選果機に応用し、従来機では困難だった落葉果実（リンゴ、柿等）の高速全周検査を高精度で可能に

した落葉果実向け高速全周検査システム「ロータリー選果機」、ならびに自立できない不安定な形状の容器にラベルを貼り

付けることのできる容器供給装置付タックラベラAMR0928型などを開発した。 

   なお、当事業に係る研究開発費は86百万円である。 

  

（２）メカトロシステム事業 

   半導体製造システム、レーザ応用システムの研究開発は当社が単独で行っており、医療機器関連の研究開発は当社および

㈱ニークが行っている。また、環境設備システム関連および圧縮エアに水と粉体メディアもしくは洗浄液を混入し、対象物

に吹付けて汚れを洗浄する新洗浄システム「ＳＡＭＡＣＳ（サマックス）」関連の研究開発は、シブヤマシナリー㈱が行っ

ている。 

   当中間連結会計期間の主な成果としては、半導体製造システムにおいて12インチウエハに対応したハンダボールマウンタ

SBP660型およびウエハレベルパッケージに対応した高精度ダイボンダDB477型を開発した。 

レーザ応用システムにおいては、ウォータジェットの水柱にレーザ光を重畳して切断加工を行う複合加工機用エンジン

「ＡＱＵＡＬＡＳＥＲ（アクアレーザ）」、ならびにＡＱＵＡＬＡＳＥＲを搭載した国内初の複合加工機「ＬＡＭＩＣＳ

（ラミックス）」を開発した。本装置は、水冷効果によって熱影響や酸化反応のほとんどない切断加工を行うとともに、水

を流しながらの切断となるため、溶融粉による汚染やバリの発生を防止することができる。また、ウォータジェットでレー

ザをガイドするため、切断幅が狭く、通常のレーザ加工で発生する切断面の傾きがほとんど発生しないとともに、脆性材で

もカケや割れのない切断加工を可能とした。 

   なお、当事業に係る研究開発費は２億99百万円である。 

  



第３【設備の状況】 
  
１【主要な設備の状況】 
  
   当中間連結会計期間において、ホップマンコーポレーションが当社の連結子会社となったため、下記の設備が新たに当社グル
ープの主要な設備となった。 

  

（注）上記金額には消費税等を含んでいない。 
  
  
２【設備の新設、除却等の計画】 
  
   前連結会計年度末において計画中であった当社ＲＰシステム森本第二工場の建設は、平成17年10月に完了した。 
   なお、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。 

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容

帳簿価額（千円） 
従業員
数(人)

建物及び
構築物 

機械装置
及び運搬
具 

土地
(面積㎡)

工具・器
具及び備
品 

合計 

ホップマン 
コーポレー
ション 

本社 
（米国ヴァージ
ニア州） 

パッケージン
グプラント事
業 

パッケージング
プラント生産設
備・研究開発施
設 

76,481 19,995 － 11,611 108,087 98



第４【提出会社の状況】 
  
１【株式等の状況】 
  
 （１）【株式の総数等】 
   ①【株式の総数】 

   （注）「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めている。 
  
   ②【発行済株式】 

  
 （２）【新株予約権等の状況】 
      該当事項はない。 
  
 （３）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  
 （４）【大株主の状況】 

   （注）当社は自己株式1,122千株（4.08％）を所有しているが、上記大株主からは除外している。 

 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 80,300,000 

計 80,300,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数(株) 

(平成17年12月31日) 
提出日現在発行数(株) 
(平成18年3月28日) 

上場証券取引所名又 
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 27,500,315 27,500,315 

 ㈱東京証券取引所 
 （市場第一部） 
  
 ㈱名古屋証券取引所 
 （市場第一部） 

－ 

計 27,500,315 27,500,315 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
  
（千円） 

資本金残高 
  
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高 
（千円） 

平成17年７月１日～ 
平成17年12月31日 

－ 27,500 － 11,392,011 － 9,812,785

平成17年12月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合(％) 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 2,201 8.01 
財団法人澁谷学術文化スポー
ツ振興財団 

石川県金沢市武蔵町17番８号 1,851 6.73 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 1,600 5.82 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 1,600 5.82 

澁谷工業取引先持株会 石川県金沢市大豆田本町甲58番地 1,319 4.80 

株式会社北國銀行 石川県金沢市下堤町１番地 1,315 4.78 

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目18番24号 1,120 4.07 

サッポロビール株式会社 東京都渋谷区恵比寿４丁目20番１号 971 3.53 

株式会社みずほコーポレート
銀行 

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 925 3.36 

澁谷工業社員持株会 石川県金沢市大豆田本町甲58番地 847 3.08 

計 ― 13,751 50.01 



  
 （５）【議決権の状況】 
   ①【発行済株式】 

   （注）「単元未満株式」には、当社所有の自己株式95株が含まれている。 
  
   ②【自己株式等】 

  
  
２【株価の推移】 
  
   【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

   （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 
  
  
３【役員の状況】 
  
   前事業年度の有価証券報告書の提出後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 
  
  

  平成17年12月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

 無議決権株式 － － － 

 議決権制限株式（自己株式等） － － － 

 議決権制限株式（その他） － － － 

 完全議決権株式（自己株式等） 
  （自己保有株式） 
  普通株式  1,122,900

－ － 

 完全議決権株式（その他）   普通株式 26,356,000 263,560 － 

 単元未満株式            21,415 － １単元（100株）未満の株式 

 発行済株式総数        27,500,315 － － 

 総株主の議決権 － 263,560 － 

  平成17年12月31日現在 

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％） 

（自己保有株式）        

澁谷工業株式会社 金沢市大豆田本町甲58番地 1,122,995 － 1,122,995 4.08 

計 － 1,122,995 － 1,122,995 4.08 

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 929 985 1,140 1,150 1,149 1,510 

最低（円） 899 891 940 1,004 1,051 1,091 



第５【経理の状況】  

  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について  

 (1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省

令第24号、以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。  

   ただし、前中間連結会計期間（平成16年７月１日から平成16年12月31日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第

３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成している。  

  

 (2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号、以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。  

   ただし、前中間会計期間（平成16年７月１日から平成16年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項

のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。  

  

２．監査証明について  

  当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年７月１日から平成16年12月31日

まで）および当中間連結会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）の中間連結財務諸表ならびに前

中間会計期間（平成16年７月１日から平成16年12月31日まで）および当中間会計期間（平成17年７月１日から平成

17年12月31日まで）の中間財務諸表について、明澄監査法人により中間監査を受けている。  



１【中間連結財務諸表等】  
  
（１）【中間連結財務諸表】  
  ①【中間連結貸借対照表】  

 

  
  

  
  

前中間連結会計期間末  当中間連結会計期間末  
前連結会計年度の  
要約連結貸借対照表  

(平成16年12月31日現在) (平成17年12月31日現在) (平成17年６月30日現在) 

区分  
注記  

金額(千円) 
構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比

(％) 
金額(千円) 

構成比  

(％) 番号 

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

1.現金及び預金    3,751,828  7,411,940  5,332,179  

2.受取手形及び売掛金  ※５  16,947,830  15,376,796  18,639,818  

3.たな卸資産    7,114,757  8,219,696  6,329,783  

4.繰延税金資産   207,123  219,912  300,266  

5.その他    1,142,651  1,663,381  335,388  

6.貸倒引当金    △17,862  △32,739  △20,083  

 流動資産合計    29,146,329 54.0 32,858,987 54.8 30,917,353 55.6 

Ⅱ 固定資産              

(1)有形固定資産  ※１、２            

1.建物及び構築物    6,436,591  7,722,596  6,230,897   

2.機械装置及び運搬具    1,321,685  1,337,679  1,310,248   

3.土地    6,759,434  7,163,503  6,759,434   

4.建設仮勘定    59,345  48,317  246,615   

5.その他    867,714  891,450  877,630   

 有形固定資産合計    15,444,771 28.6 17,163,547 28.6 15,424,825 27.7 

(2)無形固定資産             

1.連結調整勘定    628,496  1,143,021  591,265  

2.その他    448,605  400,449  440,286  

 無形固定資産合計    1,077,102 2.0 1,543,470 2.6 1,031,551 1.9 

(3)投資その他の資産              

1.投資有価証券    5,657,307  5,982,834  5,479,199   

2.長期貸付金    35,959  39,475  34,483   

3.繰延税金資産   1,739,454  1,573,534  1,910,314   

4.その他    1,043,520  899,847  905,705   

5.貸倒引当金    △120,227  △86,568  △109,361   

  投資その他の資産合計    8,356,015 15.4 8,409,124 14.0 8,220,341 14.8 

  固定資産合計    24,877,889 46.0 27,116,142 45.2 24,676,719 44.4 

  資産合計    54,024,218 100.0 59,975,129 100.0 55,594,072 100.0 

           



  
  

  

  
  

  

  
前中間連結会計期間末  当中間連結会計期間末  

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表  

(平成16年12月31日現在) (平成17年12月31日現在) (平成17年６月30日現在) 

区分  
注記  

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比  
(％) 番号  

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

1.支払手形及び買掛金    10,744,705  11,149,647  10,096,709  

2.短期借入金    3,561,085  3,307,334  2,676,029  

3.未払法人税等   432,208  337,855  881,443  

4.賞与引当金    185,166  194,854  241,958  

5.その他    3,510,178  7,283,011  5,504,374  

 流動負債合計    18,433,344 34.1 22,272,703 37.1 19,400,514 34.9 

Ⅱ 固定負債             

1.社債    200,000  200,000  200,000  

2.長期借入金    1,843,320  1,894,290  1,612,880  

3.退職給付引当金    5,564,367  6,028,995  5,912,733  

4.役員退職引当金    －   282,143  －   

5.繰延税金負債    294  1,072  388  

6.その他    14,597  39,101  8,535  

  固定負債合計    7,622,579 14.1 8,445,602 14.1 7,734,537 13.9 

  負債合計    26,055,924 48.2 30,718,305 51.2 27,135,052 48.8 

（少数株主持分）             

  少数株主持分    996,091 1.9 986,208 1.7 947,538 1.7 

（資本の部）             

Ⅰ 資本金    11,392,011 21.1 11,392,011 19.0 11,392,011 20.5 

Ⅱ 資本剰余金    9,812,785 18.2 9,812,785 16.4 9,812,785 17.6 

Ⅲ 利益剰余金    6,701,454 12.4 7,168,309 11.9 7,224,419 13.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額金    94,502 0.2 931,676 1.6 105,491 0.2 

Ⅴ 為替換算調整勘定    △20,935 △0.1 △25,717 △0.1 △14,888 △0.0 

Ⅵ 自己株式    △1,007,615 △1.9 △1,008,449 △1.7 △1,008,337 △1.8 

  資本合計    26,972,203 49.9 28,270,615 47.1 27,511,481 49.5 

  
負債、少数株主持分及び
資本合計    54,024,218 100.0 59,975,129 100.0 55,594,072 100.0 

             



  

    ②【中間連結損益計算書】 

 
 

    
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 
(自 平成16年７月１日 (自 平成17年７月１日 (自 平成16年７月１日 
  至 平成16年12月31日)   至 平成17年12月31日)   至 平成17年６月30日) 

区分 
注記

金額(千円) 
百分比

(％) 
金額(千円) 

百分比

(％) 
金額(千円) 

百分比

(％) 番号

 Ⅰ 売上高     19,214,142 100.0  21,400,922 100.0   42,207,173 100.0

 Ⅱ 売上原価     15,510,339 80.7  17,796,665 83.2   34,262,990 81.2

  売上総利益    3,703,803 19.3  3,604,256 16.8   7,944,182 18.8

 Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1   2,697,359 14.1  3,129,493 14.6   5,586,727 13.2

  営業利益     1,006,444 5.2  474,762 2.2   2,357,455 5.6

 Ⅳ 営業外収益               

1.受取利息   784   5,474   2,086    

2.受取配当金   22,873   26,096   63,083    

3.投資有価証券売却益   10,524   227,611   66,405    

4.連結調整勘定償却額   15,166   －   15,166    

5.その他   29,254 78,603 0.4 68,064 327,247 1.6 138,204 284,945 0.7

 Ⅴ 営業外費用               

1.支払利息   39,699   53,293   78,396    

2.手形売却損   18,241   16,367   45,739    

3.たな卸資産評価損   89,090   －   201,984    

4.持分法による投資損失   2,632   97   －    

5.その他   38,777 188,441 0.9 13,718 83,477 0.4 138,605 464,727 1.1

  経常利益     896,606 4.7  718,533 3.4   2,177,673 5.2

 Ⅵ 特別利益               

1.固定資産売却益 ※2 22,370   1,956   22,469    

2.投資有価証券売却益   －   82,349   －    

3.貸倒引当金戻入   160   1,805   －    

4.その他   － 22,530 0.1 － 86,112 0.4 3,466 25,935 0.0

 Ⅶ 特別損失               

1.固定資産処分損   5,898   6,464   15,958    

2.退職給付変更時差異償却   144,962   －   285,841    

3.長期前払費用評価損 ※3 300,000   －   300,000    

4.役員退職慰労金   －   58,442   －    

5.過年度役員退職引当金繰入   －   278,019   －    

6.その他   19,503 470,364 2.5 － 342,925 1.6 19,752 621,552 1.5

 税金等調整前中間(当期)純利益    448,772 2.3  461,719 2.2   1,582,056 3.7

 法人税、住民税及び事業税  507,946   384,910   1,282,093    

 法人税等調整額  △315,437 192,508 1.0 △91,795 293,114 1.4 △595,296 686,796 1.6

 
少数株主利益又は少数株主損失

(△) 
   4,019 0.0  37,827 0.2   △16,106 △0.1

 中間（当期）純利益    252,243 1.3  130,777 0.6   911,366 2.2

                



  

    ③【中間連結剰余金計算書】 

  

  
  

  

  

  
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

(自 平成16年７月１日 (自 平成17年７月１日 (自 平成16年７月１日 
  至 平成16年12月31日)   至 平成17年12月31日)   至 平成17年６月30日) 

区分 
注記

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 
番号

(資本剰余金の部) 
        

  
 Ⅰ 資本剰余金期首残高 

   9,812,785  9,812,785  9,812,785 

 Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末)残高    9,812,785  9,812,785  9,812,785 

  
(利益剰余金の部) 

           

             

 Ⅰ 利益剰余金期首残高    6,616,107  7,224,419  6,616,107 

  
 Ⅱ 利益剰余金増加高 

        

  中間(当期)純利益  252,243 252,243 130,777 130,777 911,366 911,366 

  
 Ⅲ 利益剰余金減少高 

            

  配当金   131,896   131,887   263,787   

  役員賞与   35,000   55,000   39,266   

  (うち監査役賞与)  (3,500) 166,896 (4,500) 186,887 (4,052) 303,054 

           

 Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 
   

6,701,454   7,168,309 
 

7,224,419 



  
  ④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年７月１日 (自 平成17年７月１日 (自 平成16年７月１日

 至 平成16年12月31日)  至 平成17年12月31日)   至 平成17年６月30日)

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

 Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 
  

    

 税金等調整前中間(当期)純利益   448,772 461,719 1,582,056 

 減価償却費   556,768 571,266 1,149,987 

 連結調整勘定償却額   22,064 62,839 59,295 

 退職給付引当金の増加額   322,118 116,261 670,484 

 役員退職引当金の増加額   － 282,143 － 

 貸倒引当金の増減額(減△)   1,853 △10,136 △6,792 

  賞与引当金の増減額(減△)   △44,650 △47,104 12,141 

 受取利息及び受取配当金   △23,658 △31,571 △65,175 

 支払利息   39,699 53,293 78,396 

 持分法による投資損益   2,632 97 △4,773 

 投資有価証券売却損益等   － △309,961 △61,065 

 有形固定資産処分損   4,768 5,504 14,828 

 売上債権の増減額(増△)   △1,904,660 3,345,833 △3,596,274 

 前受金の増減額(減△)   － 204,498 1,762,266 

 たな卸資産の増減額(増△)   △2,236,210 △1,600,038 △1,451,271 

 仕入債務の増減額(減△)   △34,683 925,591 △681,442 

 役員賞与の支払額   △46,000 △63,500 △46,000 

 その他（純額）   △247,868 △1,280,130 692,086 

    小計 
  

△3,139,056 2,686,606 108,747 

 利息及び配当金の受取額   27,305 31,608 68,671 

  利息の支払額   △36,219 △39,651 △82,576 

 法人税等の支払額   △330,523 △861,182 △756,716 

   営業活動によるキャッシュ・フロー 
  

△3,478,492 1,817,381 △661,873 

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 
  

      

 定期預金の預入による支出   △620,200 △591,600 △734,302 

 定期預金の払出による収入   1,070,000 191,600 1,195,956 

 投資有価証券の取得による支出   △757,061 △1,206,831 △923,570 

 投資有価証券の売却による収入   480,251 2,390,357 1,057,971 

 有形固定資産の取得による支出   △65,869 △953,747 △407,994 

 無形固定資産の取得による支出   △23,198 △37,186 △78,200 

 
連結の範囲変更を伴う子会社株式の 
取得による支出 

  △108,104 △315,809 △108,104 

 その他（純額）   7,734 36,089 12,882 

   投資活動によるキャッシュ・フロー   △16,448 △487,127 14,637 



  

  
  
  次へ 
  
  

  
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

前連結会計年度の要約 
連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年７月１日 (自 平成17年７月１日 (自 平成16年７月１日
  至 平成16年12月31日)  至 平成17年12月31日)   至 平成17年６月30日)

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

  
 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

      

 短期借入れによる収入   2,398,518 2,284,779 2,952,000 

 短期借入金の返済による支出   △2,479,481 △2,152,632 △4,043,462 

 長期借入れによる収入   1,000,000 500,000 1,000,000 

 長期借入金の返済による支出   △270,634 △156,240 △375,074 

 少数株主への株式の発行による収入   － － 5,095 

 自己株式の取得による支出   △1,009 △112 △1,731 

 自己株式の売却による収入   57 － 57 

 配当金の支払額   △132,224 △131,662 △264,047 

 少数株主への配当金の支払額   － － △26,891 

     財務活動によるキャッシュ・フロー 
  

515,226 344,132 △754,053 

 Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △9,656 5,374 4,124 

 Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △2,989,370 1,679,761 △1,397,164 

 Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   6,473,744 5,076,579 6,473,744 

 Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※ 3,484,373 6,756,340 5,076,579 

         



 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  
  

 

  
前中間連結会計期間  当中間連結会計期間  前連結会計年度  
(自 平成16年７月１日  (自 平成17年７月１日  (自 平成16年７月１日  
  至 平成16年12月31日)   至 平成17年12月31日)   至 平成17年６月30日) 

  
1. 
  
連結の範囲
に関する事
項 

  
連結子会社の数  ９社  

  連結子会社名  
   シブヤマシナリー㈱  
   シブヤシーエス㈱  
   (旧社名 ㈱シブヤパーツ）  
   シブヤインターナショナル  
   インコーポレーテッド  
   ㈱テクノ工業  
   シブヤ精工㈱  
   エスアイ精工㈱  
  （旧社名 石井工業㈱）  
   エス・ビー・ワイ機工㈱  
   シブヤＥＤＩ㈱  
   ㈱ニーク  
  なお、㈱ニークは、当中間連
結会計期間において当社が株式
を取得したことにより子会社と
なったため、連結の範囲に含め
ている。 

  

  
連結子会社の数  11社  

  連結子会社名  
   シブヤマシナリー㈱  
   シブヤシーエス㈱  
   シブヤインターナショナル  
   インコーポレーテッド  
   ㈱テクノ工業  
   ㈱ニーク  
   ホップマンコーポレーション  
   エスアイ精工㈱ 
   シブヤ精工㈱  
   シブヤホールディングス  
   コーポレーション  
   エス・ビー・ワイ機工㈱  
   シブヤＥＤＩ㈱ 
  シブヤホールディングスコー
ポレーションは、当中間連結会
計期間において米国における持
株会社として新たに設立したも
のであり、また同社がホップマ
ンコーポレーションの株式を取
得し子会社としたため、両社を
連結の範囲に含めている。  

  

連結子会社の数  ９社  
  主要な連結子会社は、「第１ 
企業の概況  ４.関係会社の状
況」に記載しているため省略し
た。な お、㈱ ニ ー ク に つ い て
は、当連結会計年度において当
社が株式を取得したことにより
子会社となったため、連結の範
囲に含めている。 

  

  
2. 
  
持分法の適
用に関する
事項 
  

  
  持分法適用の関連会社数  

１社  
  会社名  
   金沢システムハウス㈱  
  

  
持分法適用の関連会社数  

２社  
  会社名  
   金沢システムハウス㈱  
   ホップマンプロパティズ  
   ゼネラルパートナーシップ  
  

持分法適用の関連会社数 
１社  

  会社名  
   金沢システムハウス㈱  
  

  
3. 
  
連結子会社
の(中間)決
算日等に関
する事項  
  
  
  
  
  
  

  
  連結子会社の中間決算日が中間
連結決算日と異なる会社は次のと
おりである。  

※：中間連結決算日に中間決算に
準ずる仮決算を行った中間財
務諸表を基礎としている。  

  

会社名   中間決算日  
シブヤマシナリー㈱  ９月30日 ※ 
シブヤインターナシ
ョナルインコーポレ
ーテッド  

 ３月31日 ※ 

エスアイ精工㈱  ９月30日 ※ 
㈱ニーク   ９月30日 ※ 

  
  連結子会社の中間決算日が中間
連結決算日と異なる会社は次のと
おりである。  

※：中間連結決算日に中間決算に
準ずる仮決算を行った中間財
務諸表を基礎としている。  

  

会社名  中間決算日
シブヤマシナリー㈱  ９月30日 ※
シブヤインターナシ
ョナルインコーポレ
ーテッド  

 ３月31日 ※

エスアイ精工㈱  ９月30日 ※

  連結子会社の決算日が連結決算
日と異なる会社は次のとおりであ
る。  

※：連結決算日に正規の決算に準
ずる仮決算を行った財務諸表
を基礎としている。  

会社名   決算日

シブヤマシナリー㈱   ３月31日 ※
シブヤインターナシ
ョナルインコーポレ
ーテッド  
エスアイ精工㈱  

 
 
 
 

９月30日 ※
  
  

３月31日 ※ 



  

 

  
前中間連結会計期間  当中間連結会計期間  前連結会計年度  
(自 平成16年７月１日  (自 平成17年７月１日  (自 平成16年７月１日  
  至 平成16年12月31日)   至 平成17年12月31日)   至 平成17年６月30日) 

  
4. 
  
会計処理基準
に関する事項

  
 (1)重要な資産の評価基準及び評

価方法  
 ①有価証券  
  その他有価証券  
   時価のあるもの  
   中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は
全部資本直入法により処理
し、売却原価は移動平均法
により算定）  

   時価のないもの  
   移動平均法による原価法  

  
 (1)重要な資産の評価基準及び評

価方法  
 ①有価証券  
  同 左  
  
  
  

 (1)重要な資産の評価基準及び評
価方法  

 ①有価証券  
  その他有価証券  
   時価のあるもの  
   決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は
全部資本直入法により処理
し、売却原価は移動平均法
により算定）  

   時価のないもの  
   移動平均法による原価法  

     ②デリバティブ  
  時価法  

 ②デリバティブ  
  同 左  

 ②デリバティブ  
  同 左  

     ③たな卸資産  
  原材料、貯蔵品  
   総平均法による原価法  
  製品、仕掛品  
   個別法による原価法  
  

 ③たな卸資産  
  同 左  

 ③たな卸資産  
  同 左  

     (2)重要な減価償却資産の減価償
却の方法  

 ①有形固定資産  
  定率法  
  なお、平成10年４月以降取得
した建物(建物附属設備は除く)
および一部の連結子会社につい
ては、定額法によっている。  

 主な耐用年数は以下のとおりで
ある。  
  建物及び構築物   7～45年 
  機械装置及び運搬具 4～13年 

 (2)重要な減価償却資産の減価償
却の方法  

 ①有形固定資産  
  同 左  

 (2)重要な減価償却資産の減価償
却の方法  

 ①有形固定資産 
  同 左  

     ②無形固定資産  
  定額法  
  なお、自社利用のソフトウェ
アについては、社内における利
用可能期間(５年)に基づく定額
法を採用しており、市場販売目
的のソフトウェアについては、
見込販売数量を勘案のうえ販売
可能な有効期間(３年以内)によ
り償却している。  

  

 ②無形固定資産  
  定額法  
  なお、自社利用のソフトウェ
アについては、社内における利
用可能期間(主として５年)に基
づく定額法を採用しており、市
場販売目的のソフトウェアにつ
いては、見込販売数量を勘案の
うえ販売可能な有効期間(３年以
内)により償却している。  

 ②無形固定資産 
  定額法  
  なお、自社利用のソフトウェ
アについては、社内における利
用可能期間(５年)に基づく定額
法を採用しており、市場販売目
的のソフトウェアについては、
見込販売数量を勘案のうえ販売
可能な有効期間(３年以内)によ
り償却している。 

  



  

 

  
  
  

前中間連結会計期間  当中間連結会計期間  前連結会計年度  
(自 平成16年７月１日  (自 平成17年７月１日  (自 平成16年７月１日  
  至 平成16年12月31日)   至 平成17年12月31日)   至 平成17年６月30日) 

  
  
  
  

  
 (3)重要な引当金の計上基準  
 ①貸倒引当金  
  債権の貸倒れによる損失に備
えるため、一般債権については
貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上している。  

  
 (3)重要な引当金の計上基準  
 ①貸倒引当金  
  同 左  

 (3)重要な引当金の計上基準  
 ①貸倒引当金  
  同 左  

     ②賞与引当金  
  従業員賞与の支給に備えるた
め、将来の支給見込額のうち当
中間連結会計期間の負担額を計
上している。  

  ②賞与引当金  
  同 左  
  

 ②賞与引当金 
  従業員賞与の支給に備えるた
め、将来の支給見込額のうち当
期の負担額を計上している。  

     ③退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末における
退職給付債務および年金資産の
見込額に基づき、当中間連結会
計期間末において発生している
と認められる額を計上してい
る。 

 会計基準変更時差異(1,449,628
千円)については、５年による按
分額を費用処理している。  

 数理計算上の差異については、
その発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（12
年）による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌連結会
計年度から費用処理することと
している。  

 過去勤務債務については、その
発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（12年）
による定額法により費用処理し
ている。  

  

 ③退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末における
退職給付債務および年金資産の
見込額に基づき、当中間連結会
計期間末において発生している
と認められる額を計上してい
る。  

 数理計算上の差異については、
その発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（12
年）による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌連結会
計年度から費用処理することと
している。  

 過去勤務債務については、その
発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（12年）
による定額法により費用処理し
ている。  

  

 ③退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末における
退職給付債務および年金資産の
見込額に基づき、当連結会計年
度末において発生していると認
められる額を計上している。  

 会計基準変更時差異(1,449,628
千円)については、５年による按
分額を費用処理している。  

 数理計算上の差異については、
その発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（12
年）による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌連結会
計年度より費用処理している。  

 過去勤務債務については、その
発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（12年）
による定額法により費用処理し
ている。  



  

  
  
  次へ  
  
  

  
  
  

前中間連結会計期間  当中間連結会計期間  前連結会計年度  
(自 平成16年７月１日  (自 平成17年７月１日  (自 平成16年７月１日  
  至 平成16年12月31日)   至 平成17年12月31日)   至 平成17年６月30日) 

  
  
  
  

  
     ―  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
 ④役員退職引当金 
  役員退職金の支出に備えるた
め、内規に基づく中間期末要支
給額を計上している。なお、一
部の連結子会社においては、役
員退職金の内規を定めていない
ため計上していない。  

 （会計処理の変更）  
  役員退職金は、従来、支出時
の費用として処理していたが、
当中間連結会計期間より内規に
基づく中間期末要支給額を役員
退職引当金として計上する方法
に変更している。  

 この変更は、役員の在任期間の
状況から将来における役員退職
金の負担額が重要性を増してい
ること、また役員退職引当金を
計上する会計慣行が定着してい
ることから、当中間連結会計期
間において役員退職金の内規を
整備し、役員の在任期間にわた
って合理的に費用配分すること
により、期間損益の適正化およ
び財務内容の健全化を図るため
に行うものである。 

 この変更により、当中間連結会
計期間の発生額4,124千円は販売
費及び一般管理費に、また過年
度相当額278,019千円は特別損失
に計上している。この結果、従
来の方法によった場合と比べ営
業利益および経常利益は4,124千
円、税金等調整前中間純利益は
282,143千円それぞれ減少してい
る。  

 なお、セグメント情報に与える
影響は（セグメント情報）に記
載している。  

  

     ― 
  
  

     (4) ―  
  

 (4)重要な外貨建の資産又は負債
の本邦通貨への換算の基準  

  外貨建金銭債権債務は、中間
決算日の直物為替相場により円
換算し、換算差額は損益として
処理している。なお、在外子会
社等の資産および負債は中間決
算日の直物為替相場により円貨
に換算し、収益および費用は期
中平均相場により円貨に換算
し、換算差額は資本の部にお
ける「為替換算調整勘定」に含
めている。  

  

 (4) ― 

     (5)重要なリース取引の処理方法  
  リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によ
っている。  

  

 (5)重要なリース取引の処理方法  
  リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引に
ついては、主として通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計
処理によっている。 

  

 (5)重要なリース取引の処理方法  
  同 左  
  
  
  



  

  
  
  
  
  中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
  

  
  

 

  
前中間連結会計期間  当中間連結会計期間  前連結会計年度  
(自 平成16年７月１日  (自 平成17年７月１日  (自 平成16年７月１日  
  至 平成16年12月31日)   至 平成17年12月31日)   至 平成17年６月30日) 

  
  
  
  

  
 (6)重要なヘッジ会計の方法  
 ①ヘッジ会計の方法  
  為替予約および通貨オプショ

ンのうち、振当処理の要件を
満たしている場合は振当処理
を採用している。  

 ②ヘッジ手段およびヘッジ対象  
  外貨建予定取引、外貨建金銭

債権債務の為替変動リスクを
ヘッジするために為替予約ま
たは通貨オプションを利用し
ている。  

 ③ヘッジ方針  
  実需に基づき、外貨額と受渡

時期が確実になった場合に限
定し、その為替変動リスクを
回避するためにデリバティブ
取引を利用することを基本方
針としている。  

  

  
 (6)重要なヘッジ会計の方法  
  同 左  
  
  
  

  
  
  
  
  

  

 (6)重要なヘッジ会計の方法  
  同 左  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

     (7)その他中間連結財務諸表作成
のための基本となる重要な事
項  

   消費税等の会計処理 
   税抜方式によっている。  
  

 (7)その他中間連結財務諸表作成
のための基本となる重要な事
項 

   消費税等の会計処理  
   同 左  
  

 (7)その他連結財務諸表作成のた
めの重要な事項  

   消費税等の会計処理  
   同 左  
  
  

  
5. 
  
中間連結キ
ャッシュ・
フロー計算
書（連結キ
ャッシュ・
フロー計算
書）におけ
る資金の範
囲  

  
  中間連結キャッシュ・フロー
計算書における資金（現金及び
現金同等物）は、手許現金、要
求払預金及び容易に換金可能で
あり、かつ、価値の変動につい
て僅少なリスクしか負わない取
得日から３ヶ月以内に償還期限
の到来する短期投資からなる。  

  

  
   同 左    連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金
同等物）は、手許現金、要求払
預金及び容易に換金可能であ
り、かつ、価値の変動について
僅少なリスクしか負わない取得
日から３ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資からなる。  

前中間連結会計期間  当中間連結会計期間  前連結会計年度  
(自 平成16年７月１日  (自 平成17年７月１日  (自 平成16年７月１日  
  至 平成16年12月31日)   至 平成17年12月31日)   至 平成17年６月30日) 

  
 ―  

  
（固定資産の減損に係る会計基準）  
  当中間連結会計期間より、「固定
資産の減損に係る会計基準」（「固
定資産の減損に係る会計基準の設定
に関する意見書」（企業会計審議会 
平成14年8月9日））および「固定資
産の減損に係る会計基準の適用指
針」（企業会計基準委員会 平成15年
10月31日 企業会計基準適用指針第６
号）を適用している。なお、これに
よる損益に与える影響はない。  

  

 ―  



  
  
  表示方法の変更  
  

  
  
  
  
  追加情報  
  

  

  

  前へ  次へ  
  
  

前中間連結会計期間  当中間連結会計期間  
(自 平成16年７月１日  (自 平成17年７月１日  
  至 平成16年12月31日)   至 平成17年12月31日) 

  
 ―  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

（中間連結貸借対照表関係）  
  「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年６
月９日法律第97号）により、証券取引法第２条第２項第
３号において投資事業有限責任組合およびこれに類する
組合への出資が有価証券とみなされることとなったた
め、従来、投資その他の資産の「その他」に含めて表示
していた投資事業組合への出資金を、当中間連結会計期
間より「投資有価証券」に含めて表示している。  

  この変更により、投資その他の資産の「投資有価証
券」は118,651千円増加し、「その他」は同額減少してい
る。  

  
  
 ―  
  
  
  
  
  
  
  

（中間連結損益計算書関係）  
  前中間連結会計期間において、特別損失の「その他」
に含めていた「役員退職慰労金」は、特別損失の総額の
100分の10を超えたため、当中間連結会計期間より区分掲
記することとした。  

  なお、前中間連結会計期間の特別損失の「その他」に
含まれる「役員退職慰労金」は13,900千円である。  

  
  
 ―  （中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）  

  前中間連結会計期間において、営業活動によるキャッ
シュ・フローの「その他(純額)」に含めていた「前受金
の増減額」は、重要性が増したため、当中間連結会計期
間より区分掲記することとした。  

  なお、前中間連結会計期間の営業活動によるキャッシ
ュ・フローの「その他(純額)」に含まれる「前受金の増
減額」は75,602千円である。  

  

前中間連結会計期間  当中間連結会計期間  前連結会計年度  
(自 平成16年７月１日  (自 平成17年７月１日  (自 平成16年７月１日  
  至 平成16年12月31日)   至 平成17年12月31日)   至 平成17年６月30日) 

  
（法人事業税における外形標準課税部
分の中間連結損益計算書上の表示方
法）  

  実務対応報告第12号「法人事業税
における外形標準課税部分の損益計
算書上の表示についての実務上の取
扱い」（企業会計基準委員会 平成16
年２月13日）が公表されたことに伴
い、当中間連結会計期間から同実務
対応報告に基づき、法人事業税の付
加価値割および資本割45,632千円を
販売費及び一般管理費として処理し
ている。  

  
 ―  （法人事業税における外形標準課税部

分の連結損益計算書上の表示方法）  
  実務対応報告第12号「法人事業税
における外形標準課税部分の損益計
算書上の表示についての実務上の取
扱い」（企業会計基準委員会 平成16
年２月13日）が公表されたことに伴
い、当連結会計年度から同実務対応
報告に基づき、法人事業税の付加価
値割および資本割を販売費及び一般
管理費に計上している。これによ
り、販売費及び一般管理費が96,800
千円増加し、営業利益、経常利益お
よび税金等調整前当期純利益がそれ
ぞれ同額減少している。  

  



注記事項 
  
 (中間連結貸借対照表関係) 
  

  

 

前中間連結会計期間末  当中間連結会計期間末  前連結会計年度末  

（平成16年12月31日現在） （平成17年12月31日現在） （平成17年６月30日現在） 

  
※1. 有形固定資産の減価償却累計額  

15,588,534千円 
  
※2. 担保資産及び担保付債務  
   担保に供している資産は次のと

おりである。  

   担保付債務は次のとおりである。 

  
 3. 保証債務  
   金融機関からの借入に対する保

証債務 
    金沢システムハウス㈱  

30,000千円  
   リース債権に対する損害金の保

証債務  

  
  
  
  

建物  79,092千円
土地  440,609千円

 計 519,702千円

社債  180,000千円
長期借入金  235,000千円

 計 415,000千円

北国総合リース㈱  7,120千円
リコーリース㈱ 9,363千円

  
※1. 有形固定資産の減価償却累計額  

16,561,110千円 
  
※2. 担保資産及び担保付債務  
   担保に供している資産は次のと

おりである。  

   担保付債務は次のとおりである。 

  
 3. 保証債務  
   金融機関からの借入に対する保

証債務 
    金沢システムハウス㈱  

30,000千円  
   手形割引に対する保証債務  
    金沢システムハウス㈱  

1,859千円  
   リース債権に対する損害金の保

証債務  

建物  74,719千円
土地  440,609千円

 計 515,329千円

社債  180,000千円
長期借入金  175,000千円

 計 355,000千円

北国総合リース㈱  4,411千円
リコーリース㈱  6,153千円

  
※1. 有形固定資産の減価償却累計額  

15,928,154千円  
  
※2. 担保資産及び担保付債務  
   担保に供している資産は次のと

おりである。 

   担保付債務は次のとおりである。 

  
 3. 保証債務  
   金融機関からの借入に対する保

証債務 
    金沢システムハウス㈱  

30,000千円 
   リース債権に対する損害金の保

証債務  

  
  
  
  

建物  76,871千円
土地  440,609千円

 計 517,480千円

社債  180,000千円
長期借入金  205,000千円

 計 385,000千円

北国総合リース㈱  5,720千円
リコーリース㈱  7,758千円

 4. 受取手形割引高  
3,288,281千円  

  
※5. 中間連結会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換日
をもって決済処理している。  

   なお、当中間連結会計期間の末日

は金融機関が休日のため、次の中

間連結会計期間末日満期手形が中

間連結会計期間末残高に含まれて

いる。  

受取手形    15,809千円  
  

 4. 受取手形割引高  
2,354,454千円  

  
※5. 中間連結会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換日
をもって決済処理している。  

   なお、当中間連結会計期間の末日

は金融機関が休日のため、次の中

間連結会計期間末日満期手形が中

間連結会計期間末残高に含まれて

いる。 

受取手形    83,500千円  
  

 4. 受取手形割引高  
3,749,783千円 

  
 5. ―  



  
(中間連結損益計算書関係) 
  

  
  
  
  
(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

  
  
  前へ  次へ 
  
  

前中間連結会計期間  当中間連結会計期間  前連結会計年度  
(自 平成16年７月１日  (自 平成17年７月１日  (自 平成16年７月１日  
  至 平成16年12月31日)   至 平成17年12月31日)   至 平成17年６月30日) 

  
※1. 販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は、次のとおりで
ある。  

  
  
  
  

旅費交通費  285,626千円
役員報酬  303,523千円
給料  742,697千円
賞与引当金繰入額  27,154千円
退職給付引当金繰入
額  

150,432千円

  
※1. 販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は、次のとおりで
ある。 

旅費交通費  331,126千円
貸倒引当金繰入額  7,173千円
役員報酬  318,828千円
給料  850,772千円
賞与引当金繰入額  39,648千円
退職給付引当金繰入
額 

145,855千円

役員退職引当金繰入
額 

4,124千円

  
※1. 販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は、次のとおりで
ある。  

  
  
  

  

旅費交通費  591,799千円
役員報酬  619,459千円
給料  1,526,166千円
賞与引当金繰入額  49,027千円
退職給付引当金繰入
額  

296,056千円

※2. 固定資産売却益の資産別内訳  

  

機械装置及び運搬具 5,144千円

土地  17,225千円
計  22,370千円

   
   

※2. 固定資産売却益の資産別内訳  

機械装置及び運搬具  1,956千円
計 1,956千円

   
   
   

※2. 固定資産売却益の資産別内訳  

建物及び構築物  2,890千円
機械装置及び運搬具  142千円
土地  17,225千円
その他  2,211千円

計  22,469千円

※3. 長期前払費用評価損は、売上に応
じて費用処理する方法を採用して
いた前払いロイヤルティの一部に
つき、将来の売上が見込めなくな
ったため一時に費用処理したもの
である。 

  

 3.―  
  
 3. ― 

  

前中間連結会計期間  当中間連結会計期間  前連結会計年度  
(自 平成16年７月１日  (自 平成17年７月１日  (自 平成16年７月１日  
  至 平成16年12月31日)   至 平成17年12月31日)   至 平成17年６月30日) 

  
 ※ 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に記載さ
れている科目の金額との関係 

  
 ※ 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に記載さ
れている科目の金額との関係 

  
 ※ 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に記載されている
科目の金額との関係 

 (平成16年12月31日現在) 

  

現金及び預金勘定  3,751,828千円
預入期間が３ヶ月を
超える定期預金  

△267,454千円

現金及び現金同等物  3,484,373千円

 (平成17年12月31日現在) 

現金及び預金勘定  7,411,940千円
預入期間が３ヶ月を
超える定期預金  

△655,600千円

現金及び現金同等物 6,756,340千円

 (平成17年６月30日現在) 

現金及び預金勘定  5,332,179千円
預入期間が３ヶ月を
超える定期預金  

△255,600千円

現金及び現金同等物  5,076,579千円



(リース取引関係) 
  

  

  

  前へ  次へ  

  

  

前中間連結会計期間  当中間連結会計期間  前連結会計年度  
(自 平成16年７月１日  (自 平成17年７月１日  (自 平成16年７月１日  
  至 平成16年12月31日)   至 平成17年12月31日)   至 平成17年６月30日) 

  
１.リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引  

  

 (1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額  

  

 (2) 未経過リース料中間期末残高相当

額 

  

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額  

  

 (4) 減価償却費相当額の算定方法  

   リース期間を耐用年数とし、残存

価額を10％とした定率法により

計算される各期の減価償却費相

当額に９分の10を乗じた額とす

る方法によっている。  

  

  取得価額  
相当額  

減価償却  
累計額相当額  

中間期末

残高相当額  
  (千円) (千円) (千円) 
機 械 装 置

及 び 運 搬

具  
34,626 25,184 9,441

その他(工

具・器 具

及び備品) 
126,825 71,868 54,957

合計  161,452 97,053 64,398

１年内 29,224千円

１年超   63,480千円

合計   92,704千円

支払リース料  17,140千円

減価償却費相当額 17,768千円

支払利息相当額  1,006千円

  
１.リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引  

  

 (1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額  

  

 (2) 未経過リース料中間期末残高相当

額  

  

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額  

   

 (4) 減価償却費相当額の算定方法  

   同 左  

  取得価額

相当額  
減価償却

累計額相当額

中間期末

残高相当額  
  (千円) (千円) (千円)

機 械 装 置

及 び 運 搬

具  
27,532 15,594 11,938

その他(工

具・器 具

及び備品) 
110,862 77,450 33,411

合計  138,394 93,044 45,350

１年内 25,361千円

１年超   48,382千円

合計   73,743千円

支払リース料  15,580千円

減価償却費相当額 12,535千円

支払利息相当額  719千円

１.リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引  

  

 (1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額  

  

 (2) 未経過リース料期末残高相当額  

  

  

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額  

  

 (4) 減価償却費相当額の算定方法  

   同 左  

 取得価額

相当額  
減価償却  

累計額相当額  
期末

残高相当額  
 (千円) (千円) (千円)

機 械 装 置

及 び 運 搬

具  
29,292 17,689 11,602

その他 (工

具・器 具

及び備品)

126,825 87,558 39,267

合計  156,117 105,248 50,869

１年内 26,584千円

１年超   55,004千円

合計   81,588千円

支払リース料 33,216千円

減価償却費相当額  35,413千円

支払利息相当額  1,851千円

 (5) 利息相当額の算定方法  

   リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっている。  

  

 (5) 利息相当額の算定方法  

   同 左  

  

  

  

  

 (5) 利息相当額の算定方法  

   同 左  

  

  

  

  

  

２.オペレーティング・リース取引  

  

     未経過リース料  

１年内 3,474千円

１年超   5,065千円

合計   8,540千円

     

  

２.オペレーティング・リース取引  

  

     未経過リース料  

１年内 55,807千円

１年超   440,164千円

合計   495,972千円

  

２.オペレーティング・リース取引  

  

     未経過リース料 

１年内 7,686千円

１年超   20,038千円

合計   27,724千円



 (有価証券関係) 

  

前中間連結会計期間末(平成16年12月31日現在) 

  

 1. その他有価証券で時価のあるもの  

  

 2. 時価評価されていない主な有価証券の内容および中間連結貸借対照表計上額 

  

  

当中間連結会計期間末（平成17年12月31日現在）  

  

 1. その他有価証券で時価のあるもの  

  

 2.時価評価されていない主な有価証券の内容および中間連結貸借対照表計上額  

  

  

前連結会計年度末（平成17年６月30日現在）  

  

 1. その他有価証券で時価のあるもの  

  

 2. 時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額  

 

区分  取得原価(千円) 
 中間連結貸借対照表計上

額(千円) 
差額(千円) 

 (1) 株式       5,221,382      5,424,914        203,532 

 (2) 債券          －          －         －  

 (3) その他         50,277        34,392       △15,884 

合計       5,271,659      5,459,306       187,647 

区分  中間連結貸借対照表計上額(千円) 

   その他有価証券  

     非上場株式  
  

  166,880 

区分  取得原価(千円) 
 中間連結貸借対照表計上

額(千円) 
差額(千円) 

 (1) 株式       3,999,823      5,570,134      1,570,310 

 (2) 債券          －          －         －  

 (3) その他         47,195        43,951       △3,243 

合計       4,047,018      5,614,086      1,567,067 

区分  中間連結貸借対照表計上額(千円) 

   その他有価証券  

     非上場株式  

     投資事業有限責任組合出資  

  

       166,880 

       118,651 

区分  取得原価(千円) 
連結貸借対照表計上額  

(千円) 
差額(千円) 

 (1) 株式        4,873,419       5,115,150        241,730 

 (2) 債券           －           －          － 

 (3) その他         184,405        158,569        △25,835 

合計        5,057,825       5,273,719        215,894 

区分  連結貸借対照表計上額(千円) 

   その他有価証券  

     非上場株式  
 

       166,880 



  

  

  

  

（デリバティブ取引関係）  

  

 デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益の状況  

（注）1．オプション取引に係る契約額等は想定元本であり、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクまた

は信用リスクを表す指標ではない。  

2．時価の算定方法は、取引先金融機関等から提示された価格によっている。  

3．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引については、記載対象から除いている。  

  

  

  前へ  

  

  

対象

物の

種類  
取引の種類  

前中間連結会計期間末  

（平成16年12月31日）  
当中間連結会計期間末  

（平成17年12月31日）  
前連結会計年度末  

（平成17年６月30日）  

契約額等  

（千円）  
時価 

（千円）  
評価損益

（千円）

契約額等

（千円）

時価 

（千円）

評価損益

（千円）

契約額等

（千円）

時価  

（千円） 
評価損益

（千円）

通貨  
オプション取

引 
                  

  

売建 

米ドル  
  

117,326 
  

107,599 
  

△9,726 
  

－ 
  

－  
  

－  
  

95,994 
  

92,304 
  

△3,689 

買建  

米ドル  
  

58,663 
  

59,013 
  

350 
  

－ 
  

－  
  

－  
  

47,997 
  

48,656 
  

659 

合計  175,989 166,613 △9,375 － －  －  143,991 140,961 △3,029 



（セグメント情報） 
  
【事業の種類別セグメント情報】 

  
前中間連結会計期間（自 平成16年７月１日 至 平成16年12月31日） 

  
当中間連結会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

  
前連結会計年度（自 平成16年７月１日 至 平成17年6月30日） 

  
  
（注）1．事業区分の方法 
     製品の種類の類似性を考慮し、事業区分を行っている。 

  
2．各事業区分の主要製品 

 

  
パッケージングプ
ラント事業 

（千円） 

メカトロシステム
事業 

（千円） 

  
計 

（千円） 

  
消去又は全社 
（千円） 

  
連結 

（千円） 

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 14,970,781 4,243,360 19,214,142 － 19,214,142

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高 

68,774 318,056 386,831 △386,831 －

計 15,039,556 4,561,417 19,600,973 △386,831 19,214,142

営業費用 13,176,122 4,753,747 17,929,869 277,828 18,207,698

営業利益又は営業損失（△） 1,863,433 △192,330 1,671,103 △664,659 1,006,444

  
パッケージングプ
ラント事業 

（千円） 

メカトロシステム
事業 

（千円） 

  
計 

（千円） 

  
消去又は全社 
（千円） 

  
連結 

（千円） 

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 15,910,655 5,490,266 21,400,922 － 21,400,922

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高 

139,663 692,795 832,459 △832,459 －

計 16,050,319 6,183,062 22,233,381 △832,459 21,400,922

営業費用 15,071,576 5,992,501 21,064,077 △137,918 20,926,159

営業利益 978,742 190,561 1,169,303 △694,540   474,762

  
パッケージングプ
ラント事業 

（千円） 

メカトロシステム
事業 

（千円） 

  
計 

（千円） 

  
消去又は全社 
（千円） 

  
連結 

（千円） 

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 33,144,151  9,063,021 42,207,173 － 42,207,173

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高 

100,609 670,492   771,102 △  771,102 －

計 33,244,761  9,733,514 42,978,275 △  771,102 42,207,173

営業費用 29,226,959 10,020,224 39,247,184 602,534 39,849,718

営業利益又は営業損失（△） 4,017,801 △286,709 3,731,091 △1,373,636 2,357,455

事業区分 主要製品 

パッケージングプラント事業 
洗浄機、殺菌機、充填機、キャッピング機、レッテル貼機、函入函出積荷
機、コンベア、製函機、函詰封かん機、農業用選果・選別システムなど 

メカトロシステム事業 

レーザ加工機やレーザマーキングシステムなどのレーザ応用システム、ハン
ダボールマウンタなどの半導体製造システム、レーザ手術および治療装置や
人工透析システムなどの医療機器、発酵処理機やろ過脱水機などの環境設備
システム、高速混気ジェット洗浄機など 



3．「消去又は全社」に含めた金額および主な内容は、以下のとおりである。 

  
4．会計方針の変更 

     中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項」に記載のとおり、従来、役員退

職金は支出時の費用として処理していたが、当中間連結会計期間より内規に基づく中間期末要支給額を役員退職引当金とし

て計上する方法に変更した。 

     この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べ「消去又は全社」の営業費用が4,124千円増加している。 
  
  
【所在地別セグメント情報】 
  

  前中間連結会計期間（自 平成16年７月１日 至 平成16年12月31日） 
   全セグメントの売上高の合計に占める本邦内の割合が90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。 
  

  当中間連結会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 
   全セグメントの売上高の合計に占める本邦内の割合が90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記載を省略している。 

  
  前連結会計年度（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 
   全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦内の割合が、いずれも90％を超えるた

め、所在地別セグメント情報の記載を省略している。 
  
  

【海外売上高】 
  
  前中間連結会計期間（自 平成16年７月１日 至 平成16年12月31日） 
   海外売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が10％未満であるため、記載を省略している。 
  
  当中間連結会計期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日） 

（注）1．国又は地域の区分方法は、地理的近接度によっており、各区分に属する主な国又は地域は次のとおりである。 
（1）ア  ジ  ア ・・・ 中国・台湾・韓国・タイ 
（2）北    米 ・・・ 米国・カナダ 
（3）その他の地域 ・・・ 中南米・欧州 

   2．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高（ただし、連結会社間の内部売上高を除く）
である。 

  
  前連結会計年度（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 
  海外売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が10％未満であるため、記載を省略している。 
  
  
 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 主な内容 

消去又は全社の項目に
含めた配賦不能営業費
用の金額 

664,259千円 693,563千円 1,373,932千円 

提出会社における管理部
門（総務部、人事部、経
理部等）に係る費用であ
る。 

  アジア 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 1,479,951   683,062   275,471 2,438,486 

Ⅱ 連結売上高（千円）       21,400,922 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 6.9 3.2 1.3 11.4 



  
(１株当たり情報) 
  

  
（注）1株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  
  
  
  
  
（２）【その他】 
  
    該当事項はない。 
  
  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 
（自 平成16年７月１日 （自 平成17年７月１日 （自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 至 平成17年12月31日） 至 平成17年６月30日） 

  
 １株当たり純資産額  1,022円52銭 
 １株当たり中間純利益    9円56銭 
  
  なお、潜在株式調整後１株当たり中間純
利益については、潜在株式がないため記載
していない。 
  

  
 １株当たり純資産額  1,071円78銭 
 １株当たり中間純利益    4円96銭 
  
  なお、潜在株式調整後１株当たり中間純
利益については、潜在株式がないため記載
していない。 
  

  
 １株当たり純資産額  1,040円91銭 
 １株当たり当期純利益   32円30銭 
  
  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、潜在株式がないため記載
していない。 
  

項目 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

（自 平成16年７月１日 （自 平成17年７月１日 （自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 至 平成17年12月31日） 至 平成17年６月30日）

        

 中間(当期)純利益 252,243千円 130,777千円 911,366千円 

 普通株主に帰属しない金額 － － 59,266千円 

（うち利益処分による役員賞与金） （   －   ） （   －   ） （ 59,266千円） 

 普通株式に係る中間(当期)純利益 252,243千円 130,777千円 852,099千円 

 普通株式の期中平均株式数 26,378千株 26,377千株 26,378千株 



２【中間財務諸表等】 
  
（１）【中間財務諸表】 
  ①【中間貸借対照表】 

  

 

  前中間会計期間末 
（平成16年12月31日現在） 

当中間会計期間末 
（平成17年12月31日現在） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年６月30日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

  現金及び預金   2,966,006   6,307,914   4,501,659   

  受取手形 ※4 1,132,364   1,697,501   2,994,656   

  売掛金   14,570,699   12,482,991   14,587,975   

  たな卸資産   5,373,507   5,496,381   4,614,477   

  その他   1,113,791   1,216,731   473,937   

  貸倒引当金   △3,936   △3,330   △4,386   

  流動資産合計   25,152,432 54.3 27,198,190 54.0 27,168,319 56.3 

                

Ⅱ 固定資産               

（1）有形固定資産 ※1             

  建物   4,755,701   5,971,620   4,607,463   

  土地   5,179,083   5,583,152   5,179,083   

  その他   1,887,883   1,938,977   2,046,304   

  有形固定資産合計   11,822,667 25.5 13,493,750 26.8 11,832,851 24.5 

（2）無形固定資産   383,353 0.8 323,594 0.6 358,888 0.8 

（3）投資その他の資産               

  投資有価証券   6,617,391   7,465,910   6,504,690   

  その他   2,382,094   1,955,650   2,403,764   

  貸倒引当金   △37,766   △37,521   △37,685   

  投資その他の資産合計   8,961,719 19.4 9,384,039 18.6 8,870,769 18.4 

  固定資産合計   21,167,741 45.7 23,201,384 46.0 21,062,509 43.7 

  資産合計   46,320,173 100.0 50,399,574 100.0 48,230,828 100.0 

               



  
  

  

  前中間会計期間末 
（平成16年12月31日現在） 

当中間会計期間末 
（平成17年12月31日現在） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年６月30日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

支払手形   220,137   304,829   281,735   

買掛金   10,813,331   10,574,318   10,468,721   

  １年内に返済予定の長期借入金   －   42,750   －   

未払法人税等   394,441   279,139   820,365   

前受金   161,731   985,663   689,092   

賞与引当金   134,700   139,800   143,900   

その他   2,358,646   3,656,885   2,735,402   

流動負債合計   14,082,989 30.4 15,983,387 31.7 15,139,216 31.4 

                

Ⅱ 固定負債               

  長期借入金   －   457,250   －   

  退職給付引当金   5,084,729   5,500,709   5,402,461   

  役員退職引当金   －   277,646   －   

  債務保証損失引当金   258,800   212,527   276,900   

  固定負債合計   5,343,529 11.5 6,448,132 12.8 5,679,361 11.8 

  負債合計   19,426,518 41.9 22,431,520 44.5 20,818,578 43.2 

  
  

（資本の部） 
              

Ⅰ 資本金   11,392,011 24.6 11,392,011 22.6 11,392,011 23.6 

Ⅱ 資本剰余金               

  資本準備金   9,812,785   9,812,785   9,812,785   

  資本剰余金合計   9,812,785 21.2 9,812,785 19.5 9,812,785 20.3 

Ⅲ 利益剰余金               

  利益準備金   662,688   662,688   662,688   

  任意積立金   5,468,073   5,928,293   5,468,073   

  中間(当期)未処分利益   425,183   267,665   917,784   

  利益剰余金合計   6,555,945 14.2 6,858,648 13.6 7,048,547 14.6 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   140,528 0.3 913,058 1.8 167,244 0.4 

Ⅴ 自己株式   △1,007,615 △2.2 △1,008,449 △2.0 △1,008,337 △2.1 

  資本合計   26,893,655 58.1 27,968,054 55.5 27,412,250 56.8 

  負債・資本合計   46,320,173 100.0 50,399,574 100.0 48,230,828 100.0 

                



  

   ②【中間損益計算書】 

  
  

  次へ 
  
  

  
前中間会計期間 当中間会計期間 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成16年７月１日 （自 平成17年７月１日 （自 平成16年７月１日 

至 平成16年12月31日） 至 平成17年12月31日） 至 平成17年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高 
  

16,719,677 100.0 17,165,787 100.0 37,186,319 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※1 14,185,490 84.8 14,881,065 86.7 31,416,246 84.5 

  売上総利益 
  

2,534,186 15.2 2,284,721 13.3 5,770,072 15.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 1,979,459 11.9 2,092,508 12.2 4,065,136 10.9 

   営業利益 
 

554,727 3.3 192,212 1.1 1,704,935 4.6 

Ⅳ 営業外収益 ※2 115,707 0.7 355,168 2.1 386,064 1.0 

Ⅴ 営業外費用 ※1、3 142,421 0.8 42,585 0.3 363,981 1.0 

   経常利益   528,013 3.2 504,795 2.9 1,727,018 4.6 

Ⅵ 特別利益 ※4 22,316 0.1 169,268 1.0 22,416 0.1 

Ⅶ 特別損失 ※5 191,599 1.2 395,127 2.3 355,444 1.0 

   税引前中間(当期)純利益   358,730 2.1 278,936 1.6 1,393,990 3.7 

   法人税、住民税及び事業税   357,197 2.1 242,693 1.4 1,042,487 2.8 

   法人税等調整額   △187,307 △1.1 39,254 0.2 △461,830 △1.3 

   中間(当期)純利益又は中間純
損失（△） 

  188,840 1.1 △3,011 △0.0 813,333 2.2 

   前期繰越利益   236,342   270,677   236,342   

   中間配当額   －   －   131,891   

   中間(当期)未処分利益   425,183   267,665   917,784 

              



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
  

 

  
前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（自 平成16年７月１日 （自 平成17年７月１日 （自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 至 平成17年12月31日） 至 平成17年６月30日） 

  
1.資産の評価基準及び
評価方法 

  
（1）有価証券 
子会社株式及び関連会社株式 
移動平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格等に基
づく時価法（評価差額は全部
資本直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算
定） 
時価のないもの 

   移動平均法による原価法 
  

（1）有価証券 
   同 左 
  

 
 

（1）有価証券 
子会社株式及び関連会社株式 

   同 左 
その他有価証券 
時価のあるもの 

   決算日の市場価格等に基づく
時価法（評価差額は全部資本
直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定） 
時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

  
（2）デリバティブ 
   時価法 
  

（2）デリバティブ 
   同 左 

（2）デリバティブ 
   同 左 

  

（3）たな卸資産 
原材料・貯蔵品 
総平均法による原価法 
製品・仕掛品 
個別法による原価法 
  

（3）たな卸資産 
   同 左 
  
  
  

（3）たな卸資産 
   同 左 
  
  

  
2.固定資産の減価償却
の方法 

  
（1）有形固定資産 
定率法 
なお、平成10年４月以降取得し

た建物（建物附属設備は除く）に
ついては、定額法によっており、
また取得価額10万円以上20万円未
満の減価償却資産については、３
年間で均等償却する方法によって
いる。 
主な耐用年数は次のとおりであ

る。 
建物        8～38年 
構築物       7～45年 
機械及び装置    4～13年 
工具・器具及び備品 2～17年 
  

（1）有形固定資産 
   同 左 

（1）有形固定資産 
   同 左 

  

（2）無形固定資産 
定額法 
なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法を
採用しており、市場販売目的のソ
フトウェアについては、見込販売
数量を勘案のうえ販売可能な有効
期間（３年以内）により償却して
いる。 
  

（2）無形固定資産 
   同 左 

（2）無形固定資産 
   同 左 

  
  
  

（3）長期前払費用 
   均等償却 

（3）長期前払費用 
   同 左 

（3）長期前払費用 
   同 左 



  

 

  
前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（自 平成16年７月１日 （自 平成17年７月１日 （自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 至 平成17年12月31日） 至 平成17年６月30日） 

  
3.引当金の計上基準 

  
（1）貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上してい
る。 
  

（1）貸倒引当金 
   同 左 
  
  
  
  

  

（1）貸倒引当金 
   同 左 
  
  
  
  
  

  （2）賞与引当金 
従業員賞与の支給に備えるため、

将来の支給見込額のうち当中間期の
負担額を計上している。 
  

（2）賞与引当金 
   同 左 

（2）賞与引当金 
従業員賞与の支給に備えるため、

将来の支給見込額のうち当期の負担
額を計上している。 

  （3）退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、
当事業年度末における退職給付債務
および年金資産の見込額に基づき、
当中間会計期間末において発生して
いると認められる額を計上してい
る。 
 会計基準変更時差異(1,367,935千
円)については、５年による按分額を
費用処理している。 
 数理計算上の差異については、そ
の発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数(12年)による定
額法により按分した額をそれぞれ発
生の翌事業年度から費用処理するこ
ととしている。 
 過去勤務債務については、その発
生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数(12年)による定額法
により費用処理している。 
  

（3）退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、
当事業年度末における退職給付債務
および年金資産の見込額に基づき、
当中間会計期間末において発生して
いると認められる額を計上してい
る。 
 数理計算上の差異については、そ
の発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数(12年)による定
額法により按分した額をそれぞれ発
生の翌事業年度から費用処理するこ
ととしている。 
 過去勤務債務については、その発
生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数(12年)による定額法
により費用処理している。 
  
  
  
  

（3）退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、
当事業年度末における退職給付債務
および年金資産の見込額に基づき、
当事業年度末において発生している
と認められる額を計上している。 
 会計基準変更時差異(1,367,935千
円)については、５年による按分額を
費用処理している。 
 数理計算上の差異については、そ
の発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数(12年)による定
額法により按分した額をそれぞれ発
生の翌事業年度から費用処理するこ
ととしている。 
 過去勤務債務については、その発
生時の従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数(12年)による定額法
により費用処理している。 

  （4）― （4）役員退職引当金 
 役員退職金の支出に備えるため、
内規に基づく中間期末要支給額を計
上している。 
（会計処理の変更） 
 役員退職金は、従来、支出時の費
用として処理していたが、当中間会
計期間より内規に基づく中間期末要
支給額を役員退職引当金として計上
する方法に変更している。 
 この変更は、役員の在任期間の状
況から将来における役員退職金の負
担額が重要性を増していること、ま
た役員退職引当金を計上する会計慣
行が定着していることから、当中間
会計期間において役員退職金の内規
を整備し、役員の在任期間にわたっ
て合理的に費用配分することによ
り、期間損益の適正化および財務内
容の健全化を図るために行うもので
ある。 
この変更により、当中間会計期間

の発生額3,424千円は販管費及び一般
管理費に、また過年度相当額274,222
千円は特別損失に計上している。こ
の結果、従来の方法によった場合と
比べ営業利益および経常利益は3,424
千円、税引前中間純利益は277,646千
円それぞれ減少している。 
  

（4）― 



 
 

  
  

  次へ 
  
  

  
  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 
（自 平成16年７月１日 （自 平成17年７月１日 （自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 至 平成17年12月31日） 至 平成17年６月30日） 

  
  

  
（5）債務保証損失引当金 
保証債務の履行に伴う損失に備え

るため、保証先の経営状態を勘案
し、保証契約毎の損失発生の可能性
を個別に判定して損失負担見込額を
計上している。 
  

（5）債務保証損失引当金 
   同 左 

（5）債務保証損失引当金 
   同 左 

  
4.リース取引の処理方
法 

  

  
リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっている。 
  

   同 左    同 左 

  
5.ヘッジ会計の方法 

  
①ヘッジ会計の方法 

為替予約および通貨オプション
のうち、振当処理の要件を満たし
ている場合は振当処理を採用して
いる。 

   同 左    同 左 

  ② ヘッジ手段およびヘッジ対象 
外貨建予定取引、外貨建金銭債

権債務の為替変動リスクをヘッジ
するために為替予約または通貨オ
プションを利用している。 

    

  ③ ヘッジ方針 
実需に基づき、外貨額と受渡時

期が確実になった場合に限定し、
その為替変動リスクを回避するた
めにデリバティブ取引を利用する
ことを基本方針としている。 
  

    

  
6.その他中間財務諸表
作成のための基本と
なる重要な事項 

  

  
消費税等の会計処理方法 
税抜方式によっている。仮払消費

税等は流動資産の「その他」に、ま
た仮受消費税等は流動負債の「その
他」にそれぞれ含めて表示してい
る。 
  

消費税等の会計処理方法 
   同 左 
  
  
  
  

消費税等の会計処理について 
税抜方式によっている。 

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
  

  
  
表示方法の変更 
  

  
  
追加情報 
  

  
  

  前へ  次へ 
  
  

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

  
 ― 

  
（固定資産の減損に係る会計基準） 
当中間会計期間より、「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減損に係
る会計基準の設定に関する意見書」（企業
会計審議会 平成14年８月９日））および
「固定資産の減損に係る会計基準の適用指
針」（企業会計基準委員会 平成15年10月
31日 企業会計基準適用指針第６号）を適
用している。なお、これによる損益に与え
る影響はない。 
  

 ― 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
  至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
  至 平成17年12月31日） 

  
 ― （貸借対照表関係） 

  「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年６月９日法
律第97号）により、証券取引法第２条第２項第３号において投資
事業有限責任組合およびこれに類する組合への出資が有価証券と
みなされることとなったため、従来、投資その他の資産の「その
他」に含めて表示していた投資事業組合への出資金を、当中間会
計期間より「投資有価証券」に含めて表示している。 
  この変更により、投資その他の資産の「投資有価証券」は
118,651千円増加し、「その他」は同額減少している。 
  

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

  
（法人事業税における外形標準課税部分の
中間損益計算書上の表示方法） 

  実務対応報告第12号「法人事業税におけ
る外形標準課税部分の損益計算書上の表示
についての実務上の取扱い」（企業会計基
準委員会 平成16年２月13日）が公表され
たことに伴い、当中間会計期間から同実務
対応報告に基づき、法人事業税の付加価値
割および資本割38,662千円を販売費及び一
般管理費として処理している。 

  
 ― （法人事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示方法） 
  実務対応報告第12号「法人事業税におけ
る外形標準課税部分の損益計算書上の表示
についての実務上の取扱い」（企業会計基
準委員会 平成16年２月13日）が公表され
たことに伴い、当事業年度から同実務対応
報告に基づき、法人事業税の付加価値割お
よび資本割を販売費及び一般管理費に計上
している。これにより販売費及び一般管理
費が82,666千円増加し、営業利益、経常利
益および税引前当期純利益がそれぞれ同額
減少している。 
  



注記事項 
  
 (中間貸借対照表関係) 
  

  

 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

（平成16年12月31日現在） （平成17年12月31日現在） （平成17年６月30日現在） 
  
※1．有形固定資産の減価償却累計額  

12,688,941千円  
  
 2．保証債務  
 金融機関からの借入に対する保証債務 

  
 手形割引に対する保証債務 

  
 社債に対する保証債務 

  
 リース債権に対する損害金の保証債務 

  
  
  
  

シブヤマシナリー㈱ 775,000千円
エスアイ精工㈱ 1,535,000千円
（旧社名 石井工業㈱） 
㈱テクノ工業 180,000千円
シブヤ精工㈱ 450,000千円
エス・ビー・ワイ機工
㈱ 

431,200千円

金沢システムハウス㈱ 30,000千円
エス・ビー・ワイ機工㈱の金額は
債務保証損失引当金の額を控除し
ている。 

シブヤマシナリー㈱ 56,684千円
エスアイ精工㈱ 393,050千円

エスアイ精工㈱ 20,000千円

北国総合リース㈱ 7,120千円
リコーリース㈱ 9,363千円

  
※1．有形固定資産の減価償却累計額  

13,303,969千円
  
 2．保証債務  
 金融機関からの借入に対する保証債務  

 手形割引に対する保証債務  

  
 社債に対する保証債務 

  
 リース債権に対する損害金の保証債務

  
  エス・ビー・ワイ機工㈱および㈱テ

クノ工業の金額は、債務保証損失引
当金の額を控除している。 
  

シブヤマシナリー㈱ 675,000千円
エスアイ精工㈱ 1,363,000千円
㈱テクノ工業 124,343千円
シブヤ精工㈱ 440,200千円
エス・ビー・ワイ機工
㈱ 

498,800千円

金沢システムハウス㈱ 30,000千円
ホップマンコーポレー
ション 
  

354,210千円
(3,000,000米ドル)

シブヤマシナリー㈱ 170,287千円
エスアイ精工㈱ 505,139千円
金沢システムハウス㈱ 1,859千円

エスアイ精工㈱ 20,000千円

北国総合リース㈱ 4,411千円
リコーリース㈱ 6,153千円

※1．有形固定資産の減価償却累計額  
12,967,372千円

  
 2．保証債務  
 金融機関からの借入に対する保証債務  

  
 手形割引に対する保証債務  

  
 社債に対する保証債務 

  
 リース債権に対する損害金の保証債務

  
  
  
  
  

シブヤマシナリー㈱ 725,000千円
エスアイ精工㈱ 1,205,000千円
㈱テクノ工業 160,000千円
シブヤ精工㈱ 450,000千円
エス・ビー・ワイ機工
㈱ 

413,100千円

金沢システムハウス㈱ 30,000千円
エス・ビー・ワイ機工㈱の金額は
債務保証損失引当金の額を控除し
ている。 

エスアイ精工㈱ 672,599千円
㈱テクノ工業 45,000千円

エスアイ精工㈱ 20,000千円

北国総合リース㈱ 5,720千円
リコーリース㈱ 7,758千円

  
 3．受取手形割引高  

2,838,546千円  
  
 4．期末日満期手形の処理方法 
 中間期末日満期手形の会計処理に
ついては、手形交換日をもって決済
処理している。  
 なお、当中間会計期間の末日は金
融機関が休日のため、次の中間期末
日満期手形が中間会計期間末残高に
含まれている 

  

  
 3．受取手形割引高  

1,671,498千円
  
 4．期末日満期手形の処理方法 
 中間期末日満期手形の会計処理に
ついては、手形交換日をもって決済
処理している。  
 なお、当中間会計期間の末日は金
融機関が休日のため、次の中間期末
日満期手形が中間会計期間末残高に
含まれている 

 3．受取手形割引高  
3,032,183千円

  
 4．― 



 (中間損益計算書関係) 
  

  
  

  前へ  次へ  
  
  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 
(自 平成16年７月１日  (自 平成17年７月１日  (自 平成16年７月１日  
  至 平成16年12月31日)   至 平成17年12月31日)   至 平成17年６月30日) 

  
※1．減価償却実施額  
 資産別減価償却実施額は次のとおり
であり、売上原価、販売費及び一般
管理費および営業外費用に含めて表
示している。 

  

有形固定資産 371,001千円
無形固定資産 60,469千円
  合計  431,470千円

  
※1．減価償却実施額  
 資産別減価償却実施額は次のとおりで
あり、売上原価、販売費及び一般管理
費および営業外費用に含めて表示して
いる。  

有形固定資産 382,104千円
無形固定資産  60,670千円
  合計  442,774千円

※1．減価償却実施額  
 資産別減価償却実施額は次のとおりで
あり、売上原価、販売費及び一般管理
費および営業外費用に含めて表示して
いる。 

有形固定資産 783,320千円
無形固定資産  125,061千円
  合計  908,382千円

※2．営業外収益  
 重要なものは次のとおりである。 

  

受取利息 468千円
受取配当金 21,520千円
   

※2．営業外収益  
 重要なものは次のとおりである。  

受取利息 2,215千円
受取配当金 24,530千円
投資有価証券売却益 209,619千円

※2．営業外収益  
 重要なものは次のとおりである。  

受取利息 1,069千円
受取配当金 87,117千円
投資有価証券売却益 57,711千円

※3．営業外費用 
 重要なものは次のとおりである。 

  

支払利息  1,845千円
手形売却損  15,331千円
たな卸資産評価損  89,090千円

※3．営業外費用 
 重要なものは次のとおりである。 

支払利息  2,963千円
手形売却損 12,689千円
   

※3．営業外費用 
 重要なものは次のとおりである。 

支払利息  4,479千円
手形売却損  36,244千円
たな卸資産評価損  176,472千円

※4．特別利益  
 重要なものは次のとおりである。 

  

固定資産売却益 22,316千円
  
  

 

※4．特別利益  
 重要なものは次のとおりである。 

投資有価証券売却益  82,349千円
債務保証損失引当金戻
入 

85,700千円

※4．特別利益  
 重要なものは次のとおりである。 

固定資産売却益 22,416千円
  
  

 

※5．特別損失  
 重要なものは次のとおりである。 

  
  

固定資産処分損   
 機械及び装置  2,173千円
 工具・器具及び備品  1,928千円
   合計  4,102千円
  
退職給付変更時差異償
却 

136,793千円

債務保証損失引当金繰
入 

45,100千円

※5．特別損失  
 重要なものは次のとおりである。 

固定資産処分損   
 機械及び装置  93千円
 工具・器具及び備品  4,735千円
   合計  4,828千円
  
関係会社株式評価損  58,249千円
過年度役員退職引当金
繰入  

274,222千円

債務保証損失引当金繰
入  

21,327千円

※5．特別損失  
 重要なものは次のとおりである。 
固定資産処分損   
 機械及び装置  2,191千円
 工具・器具及び備品  10,762千円
   合計  12,953千円

退職給付変更時差異償
却  

273,587千円

債務保証損失引当金繰
入  

63,200千円



 （リース取引関係） 
  

  
  
  
  
 （有価証券関係） 
  

前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはな
い。 

  
  
  前へ  次へ 
  
  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 
(自 平成16年７月１日 (自 平成17年７月１日 (自 平成16年７月１日 
  至 平成16年12月31日)   至 平成17年12月31日)   至 平成17年６月30日) 

  
１.リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リ
ース取引 

  
 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当
額 

  
１.リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リ
ース取引 

  
 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当
額 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リ
ース取引 

  
 (1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  
 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

  
 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

   
 (4) 減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、残存価

額を10％とした定率法により計算さ
れる各期の減価償却費相当額に９分
の10を乗じた額とする方法によって
いる。 

  

  取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額相当額 

中間期末
残高相当額 

  (千円) (千円) (千円)

その他（車
輌） 18,470 9,857 8,613 

その他(工
具・器具及
び備品) 

122,108 68,224 53,884 

合計 140,579 78,082 62,497 

１年内  26,808千円
１年超   61,451千円

合計   88,259千円

支払リース料 14,773千円
減価償却費相当額 16,794千円
支払利息相当額 910千円

  

  
 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

  
 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

   
 (4) 減価償却費相当額の算定方法 
   同 左 

  取得価額
相当額 

減価償却
累計額相当額

中間期末
残高相当額 

  (千円) (千円) (千円)

その他（車
輌） 15,965 8,232 7,732

その他(工
具・器具及
び備品) 

101,990 73,075 28,915

合計 117,956 81,307 36,648

１年内 21,970千円
１年超   41,233千円

合計   63,204千円

支払リース料 13,903千円
減価償却費相当額 11,036千円
支払利息相当額 633千円

  
 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

  
 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

  
 (4) 減価償却費相当額の算定方法 
   同 左 

 取得価額
相当額 

減価償却 
累計額相当額 

期末
残高相当額 

 (千円) (千円) (千円)

その他（車
輌） 22,586 11,457 11,128

その他(工
具・器具及
び備品) 

122,108 83,553 38,555

合計 144,695 95,010 49,684

１年内  24,393千円
１年超   54,080千円

合計   78,473千円

支払リース料 29,459千円
減価償却費相当額 33,723千円
支払利息相当額 1,694千円

 (5) 利息相当額の算定方法 
   リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額と
し、各期への配分方法については、
利息法によっている。 

  
  

 (5) 利息相当額の算定方法 
   同 左 
  
  
  
  
  

 (5) 利息相当額の算定方法 
同 左 
  
  
  
  

  

２.オペレーティング・リース取引 
  
    未経過リース料 

  

１年内   2,442千円
１年超   4,252千円

合計   6,694千円

２.オペレーティング・リース取引 
  
    未経過リース料 

１年内 3,377千円
１年超   7,735千円

合計   11,113千円

２.オペレーティング・リース取引 
  
    未経過リース料 

１年内  3,054千円
１年超   5,377千円

合計   8,431千円



 （１株当たり情報） 
  

  
（注）１株当たり中間（当期）純利益金額または１株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  
  
  
  
  
  

（２）【その他】 
  
   平成18年２月20日開催の取締役会において、第58期（平成17年７月１日から平成18年６月30日まで）の中間配当につき次
のとおり決議した。 

  
       中間配当金総額         131,886 千円 
       一株当たり中間配当金          ５円 
  
  
  前へ 
  
  

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

  
 １株当たり純資産額  1,019円54銭 
 １株当たり中間純利益   7円16銭 
  
  なお、潜在株式調整後１株当たり中間純
利益については、潜在株式がないため記載
していない。 
  

  
 １株当たり純資産額  1,060円31銭 
 １株当たり中間純損失     11銭 
  
  なお、潜在株式調整後１株当たり中間純
利益については、潜在株式がないため記載
していない。 

  
 １株当たり純資産額  1,037円15銭 
 １株当たり当期純利益   28円75銭 
  
  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、潜在株式がないため記載
していない。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

  
中間（当期）純利益又は中間純損失
（△） 

188,840千円 △ 3,011千円 
  

813,333千円 

普通株主に帰属しない金額   －     －    55,000千円 
（うち利益処分による役員賞与金） （ －  ） （ －  ） （ 55,000千円） 

普通株式に係る中間（当期）純利益
又は中間純損失（△） 

188,840千円 △ 3,011千円 758,333千円 

普通株式の期中平均株式数 26,378千株 26,377千株 26,378千株 



  
第６【提出会社の参考情報】  
  
当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。  
  
   有価証券報告書      （ 事業年度 自 平成16年７月１日     平成17年９月30日 
   及びその添付書類      （第57期） 至 平成17年６月30日 ）   関東財務局長に提出。  

  
  
  
  
  
  

 



  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】  
  

該当事項はない。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

 

平成１７年３月２４日

澁谷工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている澁谷工

業株式会社の平成16年7月1日から平成17年6月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年7月1日から平成16

年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計

算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、澁谷工業株式会社及び連結子会社の平成16年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成16年7月1日から平成16年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

  

明澄監査法人 

代表社員 
業務執行社員 公認会計士  向  山  典  佐 

代表社員 
業務執行社員 公認会計士  菊  野  一  裕 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

 

平成１８年３月２３日

澁谷工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている澁谷工

業株式会社の平成17年7月1日から平成18年6月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年7月1日から平成17

年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計

算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、澁谷工業株式会社及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成17年7月1日から平成17年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．会計処理基準に関する事項(３)重要な引当金の計上基準

④役員退職引当金」に記載されているとおり、会社は従来役員退職金を支出時の費用として処理していたが、当中間連

結会計期間より内規に基づく中間期末要支給額を役員退職引当金として計上する方法に変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 

  

明澄監査法人 

代表社員 
業務執行社員 公認会計士  向  山  典  佐 

代表社員 
業務執行社員 公認会計士  菊  野  一  裕 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

 

平成1７年３月２４日

澁谷工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている澁谷工

業株式会社の平成16年7月1日から平成17年6月30日までの第57期事業年度の中間会計期間（平成16年7月1日から平成16年

12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、澁谷工業株式会社の平成16年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年7月1日

から平成16年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

  

明澄監査法人 

代表社員 
業務執行社員 公認会計士  向  山  典  佐 

代表社員 
業務執行社員 公認会計士  菊  野  一  裕 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
独立監査人の中間監査報告書 

 

平成１８年３月２３日

澁谷工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている澁谷工

業株式会社の平成17年7月1日から平成18年6月30日までの第58期事業年度の中間会計期間（平成17年7月1日から平成17年

12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、澁谷工業株式会社の平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年7月1日

から平成17年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

「中間財務諸表作成の基本となる重要な事項３．引当金の計上基準(４)役員退職引当金」に記載されているとおり、

会社は従来役員退職金を支出時の費用として処理していたが、当中間会計期間より内規に基づく中間期末要支給額を役

員退職引当金として計上する方法に変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

明澄監査法人 

代表社員 
業務執行社員 公認会計士  向  山  典  佐 

代表社員 
業務執行社員 公認会計士  菊  野  一  裕 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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